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24 ～ 年度

④＝②×③ 900 0 0 0

　総　事　業　費 ①＋④ 77,841 0 0 0

人  件  費
（概算）

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 76,941 0 0

② 人　数（年間） 0.10

 地方債
直接事業費

 国支出金 70,313

 道支出金

 その他特財

 一般財源 15,235

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 22年度予定額 23年度予定額
24年度以降の予定額

毎年度（参考値）

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成22年度
《緊急雇用創出》
■委託分　６事業（70,313千円）新規雇用人数　30人
■直営分　４事業（15,235千円）新規雇用人数　９人

平成23年度

平成24年度
以　　　降

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

会社倒産や解雇等で離職した失業者

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

失業者のための就労機会の創出

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 力強い産業活動が展開されるまち

節） 労働環境

施策） 雇用の促進

【１ 事務事業の概要 】 

　昨今の厳しい雇用情勢に対処するため、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、就
業機会の創出を図ることを目的に当該事業を実施する。

事務事業開始年度 H20
根拠法令等 『緊急雇用創出推進事業補助金交付要綱』

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 大道　政男 課長職名 田中　均 作成日 平成21年12月2日

別紙 ５　　　　平成２１年度 事務事業評価調書（新規用）
北広島市

整理番号 ２５ 事務事業名 緊急雇用対策事業 作成部署 経済部商業労働課 859
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総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する
　今日の厳しい雇用情勢に対処するため、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢
者等の失業者に対して、就業機会の創出を図る。

　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】
　当該事業は会社倒産や解雇等により離職を余儀なくされた失業者対策として、早急に取
り組む必要がある。

【６ 総合判定と説明 】

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

４
　昨今の雇用情勢の悪化に伴い、緊急に雇用対策を推進
する必要がある。

評点区分 　　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

４
　離職を余儀なくされた失業者に対し、就労機会の場を
提供することにより、生活困窮者への支援を行う。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

－

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

４
　国の雇用施策に合わせ、会社倒産や解雇等の失業者を
対象に就労機会創出の推進を図る必要がある。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

４
　失業者の雇用対策とし緊急に実施する当該事業は有効
である。

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標 【指標の定義（算式等）】

新規雇用者÷応募者数

新規就職率
%

100

活 動
指 標

基 本
指 標

新規就労者数 33

指　　　標　　　名 22年度目標 23年度目標 24年度目標 最終目標

整理番号 ２５【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値



緊急雇用創出推進事業（委託事業） ４２，９５３千円

○ 公園環境整備事業 建設部　都市整備課 予算額 千円

○ 公園環境整備事業 建設部　都市整備課 予算額 千円

○ 防火対象物・危険物施設データ作成 消防本部　予防課 予算額 千円

○ 社会体育・教育施設整備事業 生涯学習部　体育課 予算額 千円

ふるさと雇用再生特別対策推進事業（委託事業） ２７，３６０千円

○ 高齢者生活支援事業 保健福祉部高齢者支援課 予算額 千円

【事業の内容】
　公園施設等が設置されている114公園を巡回し、植栽木の芯止め剪定等を行い、フェンス等の塗装を実施する。
　（整備地域の内訳　　街区公園：82箇所　　近隣公園：14箇所　地区公園：1箇所　総合公園：1箇所
　　　　　　　　　　　広場公園：4箇所　都市緑地：　12箇所）

【事業の内容】
　公園施設等が設置されている114公園を巡回し、危険木等の樹木の更新、側溝の清掃などを実施する。
　（整備地域の内訳　　街区公園：82箇所　　近隣公園：14箇所　地区公園：1箇所　総合公園：1箇所
　　　　　　　　　　　広場公園：4箇所　都市緑地：　12箇所）

【事業の内容】
　①　防火対象物、危険物施設の申請書等を電子データ化
　②　読み取り不可、複写不可な図面をＣＡＤ化
　③　検索･統計のソフト作成

【事業の内容】
　■レクリエーションの森
　　・散策路および園路の下草刈り・枝打ち等の整備　　（6,168㎡）
　　・アスレチック散策路の路盤および施設の点検・補修等　（1,400㎡）
　　・水辺の広場の池の清掃　（1,128㎥）
　■森林運動広場
　　・広場予定地内の風倒木等の整理、集積、運搬、処分。（長さ1.5～2.0メートル）
　　・間伐、蔓切り、枝打ち（高さ2ｍ）
　　（整備地域の内訳　市町村有林：約10ha）

２０，４０２

【事業の内容】
◆対 象 者　　市内居住（施設除く）の独居高齢者及び高齢者世帯
◆実施方法　・支援員4人を雇用し、対象者を個別訪問のうえ必要な情報を聞き取る。
　　　　　　・聞き取った内容から「緊急情報」専用容器を作成し、対象世帯には保管を推進する。
＊「緊急情報」は、氏名、年齢、血液型のほか、常服薬、かかりつけ医などをさし、非常事態に備えた情報であ
る。
雇用創出数：延べ　９７２人日（実　４人）

【積算内訳】
　　高齢者生活支援専門員　12ヶ月（ 243日）×4人＝ 972人日（新規）

雇用創出数：延べ　６２０人日（実　８人）

【積算内訳】　　　5月1日 ～ 9月30日　（5ヶ月）
　　作　業　員　　　6人×　80日　＝　480人日（新規）
　　作業指導員　　2人×　70日　＝　140人日（既存）

１１，６２７

５，８２８

雇用創出数：延べ　３２０人日（実　５人）

平成２２年度当初予算　緊急雇用対策事業内訳

【積算内訳】　　　6月1日 ～ 12月31日　（7ヶ月）
　　データ入力　　　　　2人×　60日　＝　120人日（新規）
　　オペレータ用員　　  2人×　80日　＝　160人日（新規）
　　業務管理者　　　　　1人×　40日　＝　 40人日（既存）

１３，８７１

雇用創出数：延べ　６３０人日（実　５人）

【積算内訳】　　　5月1日 ～ 11月30日　（7ヶ月）
　樹木芯止め剪定・フェンス等塗装～対象公園数１１４
　　選定・指導（造園工）　　　1人×　21日× 6ヶ月　＝　126人日（既存）
　　選定・塗装（作業員）　　  4人×　21日× 6ヶ月　＝　504人日（新規）

雇用創出数：延べ　４４０人日（実　５人）

【積算内訳】　　　10月1日 ～ 3月31日　（4ヶ月）
　樹木更新･溝清掃等～対象公園数１１４
　　機械操作･指導(造園工)　　  1人×　88日　＝　 88人日（既存）
　　作　業　(作　業　員)　　 　4人×　88日　＝　352人日（新規）

１１，６２７



○ 高齢者介護雇用事業 保健福祉部　高齢者支援課 予算額 千円

緊急雇用対策単独事業　（予算額：　１５，２３５千円）

○ 行政情報データ作成事業 企画財政部 政策調整課 予算額 千円

○ 小中学校環境意識啓発事業 環境部 環境課 予算額 千円

○ 市道維持補修事業 建設部 土木事務所 予算額 千円

○ 地域生涯学習推進事業 生涯学習部 社会教育課 予算額 千円

【事業の概要】
　生涯学習振興会が各地区に組織されてから3年目となるが、振興会に対する事業内容が多様化してきている。こ
のため、アドバイザーが各種講座やスポーツ事業の企画運営及び事業評価を行う上で、事務処理等を含めた補助員
を配置し、今後の事業運営を円滑に行なっていくため、緊急雇用対策事業として、生涯学習アドバイザー事務補助
員4名を配置する。（西の里・大曲・西部生涯学習振興会、中央公民館の4施設に対し各1名の配置。）
【雇用期間】　　4月1日～3月31日　　１年間　事務補助員４人

【事業の概要】
　北広島市の労働消費、保健衛生環境、社会福祉等の広範囲な行政情報をデータ化し、ＰＣ情報としての提供が図
れる準備を進める。
【雇用期間】　　　4月1日～3月31日　１年間　事務補助員１名

【事業の概要】
　市民レベルでの環境保全や地球温暖化防止対策については、まず啓発を行い、環境負荷の低減などに向けた意識
を醸成していく必要がある。
　特に地球温暖化対策については、政府がＣＯ２の２５％削減を掲げており、緊急に取り組むべき課題である。
　当市では現在まで各種の環境意識啓発を実施してきたが、成人に対する環境啓発、教育の機会は極めて限定され
ていることから、子どもを対象に広く啓発事業を展開することとし、小中学校を中心に事業を展開しようとするも
のである。
【雇用期間】　　5月1日～11月30日　　６ヶ月　事務補助員１名

【事業の概要】
　平成２１年度から引き続き市道維持管理のうち街路樹の剪定や舗装補修作業を行い、車両及び歩行者の通行の安
全を確保する。
　○街路樹の剪定（市内一円）　　○舗装補修（市内一円）　　○作業期間：平成２２年４月～平成２２年１１月
【雇用期間】　　4月1日～11月30日　　８ヶ月　普通作業員３人

【事業の内容】
　『認知症対応型居宅介護施設』を活用し、高齢者が必要時に介護サービスが受けられるようにするため、人材の
確保と強化に努める。
　人材については、離職者や雇い止め等により失業した者を雇用するとともに、介護関係の資格を取得させ、地域
の介護事業所等への就労を目指す。

６，９５８

【積算内訳】
　■雇用期間　平成22年4月1日～平成23年3月31日
　■雇用日数　243日（土・日曜日・祝日・年末年始を除く）
　■生活支援員（既存）1人（231日×1人＝231人日）
　■新規介護従事者　2人（243日×2人＝486人日）
　●新規介護従事者については「ホームヘルパー２級」の資格取得（実習130時間）し、将来的な継続雇用に繋げ
る。

雇用創出数：延べ　７１７人日（実　３人）

１，００７

６，９５８

５，８１３

１，４５７


